
　

　

H 26 ～ H 30

①

②

①

②

事業種類

事業期間
強い水産業づくり交付金事業評価対象事業名称

コード

記入日

 （対象2）

漁港

H25.11.8

新規事業評価表【事前評価】

 （対象1）

水産業の振興

活動指標

作成年度

（活動指標名称）

 事務事業名称

 対象：誰、何を対象にしているのか

総合計画の位置付け

 対象指標：対象の大きさを表す指標

 目的：何をしたいのか

29年度

課ｺｰﾄﾞ 116

25

～

401030803

26

平成

年度

課　名

30年度

内

訳

 人件費　B

25年度

 （対象指標2）

成果指標

水産業基盤整備の推進

国庫補助事業費（漁村再生交付金）

 （対象指標1） 20漁港

平成30年度L=6,565ｍ

 細目ｺｰﾄﾞ

安心・安全の確

保
－

（成果指標名称） （成果指標数値） （指標積算根拠）

水産課

課長名 石司　泰栄

30平成平成

濱崎　義高担当者

継続事業

財務会計の位置付け

 政策ｺｰﾄﾞ 4  款ｺｰﾄﾞ 6

年度

年度

3

 政策名称

 施策名称

自立する産業の育成、雇用の確保

 基本事業ｺｰﾄﾞ 40103  目ｺｰﾄﾞ 4

 施策ｺｰﾄﾞ 401  項ｺｰﾄﾞ

 基本事業名称

1051

 関連計画 法令・条例規則等 漁港漁場整備法

 事務事業ｺｰﾄﾞ 4010308

 成果指標：目的の達成度を表す指標

（目標達成年度）

 事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入  活動指標：事務事業の活動量を表す指標

61箇所

（20漁港）

・漁港区域内の漁港施設において、車両の車止め未設置箇所岸壁が相当量あり漁業

者をはじめ、漁港利用者が海面へ飛び込む事故が多発し安全を確保できていない状

況となっているため、岸壁に車止めを設置する。

　→対象漁港　20漁港、車止め整備計画延長　L=6,565ｍ、

　→平成26年度　L=556ｍ、　平成27年度　L=698ｍ

　→平成28年度　L=1,667ｍ、平成29年度　L=1,816ｍ

　→平成30年度　L=1,828ｍ

（活動指標数値） （指標積算根拠）

① 車止め整備工事

（目標達成年度）

単位
全体計画

31年度以降

平成30年度
・漁港区域内の漁港施設において、車両の車止め未設置箇所岸壁が相当量あり漁業

者をはじめ、漁港利用者が海面への飛び込む事故が多発し安全が確保されていない

状況となっている。岸壁に車止めを設置することにより、漁業活動の安心と安全を

図ることを目的としている。

－

6 15

26年度

箇所 61 186

27年度 28年度

16

57,900

55,800

 総事業費 C（A+B） 千円 230,500 20,700 25,500

11,700

62,900 63,500

 直接事業費 A 千円 220,000 18,600 23,400

10,745

60,800 61,400

C

の

財

源

内

訳

国補助金 千円 110,000 9,300

県補助金 千円 38,500 3,255 4,095

起　　債 千円 71,300 6,000 7,600

一般財源 千円 10,700

そ の 他 千円

2,145 2,105 2,135

9,765

19,70018,100 19,900

27,900 30,700

10,640

30,400

千円 10,500 2,100 2,1002,100 2,100 2,100

7,000

人 1.5 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

従事職員数

7,000 7,000

2,160 2,155

②

①

②

計画（PLAN） 

実施（DO） 



　

 

必要最低限の事業費である。

受益者負担はない。

類似事業はない。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容評価項目

車両の車止め未設置岸壁からの事故が懸念されるため安全確保を行う必要がある。

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

2次評価

3次評価

住民等の意見

町 の 対 応

本事業の実施により、漁業者をはじめ漁港利用者の安全性が確保されるものであると判断する。事業実施にあたっては、漁協、

地元漁業者と協議すること。

  

 

車両の転落防止を回避できる。

町の事業で確保した施設である。

不慮の事故による瑕疵責任を問われることが懸念される。

・事業の緊急性・必要性

はありますか。

・事業を行わない場合の

影響はありますか。

・事業費を削減できませ

んか。（費用対効果）

1

次

評

価

401030803ｺｰﾄﾞ

  

・事業の対象・目的は適

切ですか。

・町が税金を投入して行

う必要がありますか。

・受益者負担は適正です

か。

・類似事業との整理統合

はできませんか。

1次 2次 3次

次年度以降に計画どおり実施する
事

業

の

方

向

性

1次 2次 3次

 事業費を減額して事業を実施する

計画どおりに事業を実施する

  当分の間は実施しない

類似事業と整理統合して実施する

実施期間を見直して事業を実施する

事業内容を見直して事業を実施する

  ●

  次年度以降に類似事業と整理統合して実施する

●

 次年度以降に計画を見直して実施する   

評価（CHECK） 


